
為替週間展望＝ドル円は１３０円を指向して一段と上昇する展開か

　　　　　　　　　　［４月２５日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    4 月 18 日～ 4 月 22 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  126.48   129.40(20)    126.25(18)    127.87   +1.41

ユーロ・ドル  1.0811   1.0936(21)    1.0761(19)    1.0846   +0.0036

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    27,105.26      +12.07     日本10年債利回り   0.247   +0.006

ダウ平均株価    34,792.76     +341.53     米10年債利回り     2.910   +0.082

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２５日　英４月ライトムーブ住宅価格

　　　　日本２月景気動向指数改定値

　　　　独４月ｉｆｏ景況感指数

２６日　日本３月有効求人倍率、日本３月雇用統計

　　　　米３月耐久財受注

　　　　米２月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米２月住宅価格指数

　　　　米４月消費者信頼感指数、米３月新築住宅販売件数

２７日　豪第１四半期消費者物価指数

　　　　米３月中古住宅販売制約指数

２８日　ＮＺ３月貿易収支

　　　　日本３月鉱工業生産指数速報値、日本３月小売業販売額

　　　　日銀金融政策決定会合（２７～２８日）・金融政策発表

　　　　黒田日銀総裁記者会見

　　　　独４月消費者物価指数速報値

　　　　米第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新規失業保険申請件数

２９日　豪第１四半期生産者物価指数

　　　　中国３月財新製造業購買担当景気指数

　　　　スイス３月小売売上高、スイス４月ＫＯＦ先行指数

　　　　独第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値

　　　　ユーロ圏４月消費者物価指数速報値、ユーロ圏第１四半期域内総生産（ＧＤ

Ｐ）速報値

　　　　米３月個人所得・個人支出、米第１四半期雇用コスト指数

　　　　米４月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米４月ミシガン大学消費者信頼感指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】主要国が利上げや金融引き締めに動く中、日銀は緩和策の継続を表

明しており、円は売られやすい通貨として意識されている。ドル円は目立った売り圧力

はなく、底堅い動きが継続して、最近の高値圏での振幅を見せながらも一段と上値を追

う可能性が高いとした。

　　　　

【ドル円は一段と上値を追う展開か】

　日米での金融政策のスタンスの違いからドル円は上昇基調が継続している。米連邦準

備制度理事会（ＦＲＢ）は５月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で０．５０％の利

上げに動く可能性が高い上、バランスシート縮小に向けて動き始めるとみられる。イン

フレ率が高止まりしている現在の状況から、ＦＲＢ当局者の発言でも、５月のＦＯＭＣ

での０．５０％利上げやその後も積極的な引き締め策に言及するケースが多い。
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　米１０年物国債利回りは上昇傾向にあり、３％乗せが視野に入ってきた。一方で、日

銀の黒田総裁は依然として金融緩和姿勢を強調している。日銀は２０日に指定した利回

りで国債を無制限買い入れる「指値オペ」と実施すると発表した。２６日まで５営業日

連続で実施するとしている。

　　

　こうした中、２０日にはドル円は１２９．４０近辺までドル高円安が進行した。２０

０２年４月以来、２０年ぶりの円安水準となる。この後は過熱感の高まりもあり、１２

７円台半ばまで調整の動きを見せた。もっともそこから１２７円を割り込むような動き

とはならずに高値圏でのもみ合いを見せている。

　　

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチによると、５月３～４日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭ

Ｃ）での０．５０％の利上げ確率は９９％前後に達してり、５月のＦＯＭＣでの０．５

０％の利上げはほぼ確実な状況。６月１４～１５日のＦＯＭＣでの０．５０％の利上げ

確率は２５％前後の水準に低下する一方、０．７５％の利上げ確率が７５％前後に上昇

している。

　　

　これは１８日にセントルイス連銀のブラード総裁が、複数回の０．５％の利上げで政

策金利を年内に３．５％前後まで引き上げる必要があると述べたことや、０．７５％以

上の利上げの可能性も排除しないとの考えを示したことなどが背景にあるとみられる。

また、２１日にパウエルＦＲＢ議長が５月のＦＯＭＣで０．５０％の利上げが選択肢に

なると語ったことも影響しているようだ。

　　

　２８日には日銀金融政策決定会合の結果発表と黒田総裁の記者会見がある。緩和的な

金融政策の継続を表明し続けている日銀や黒田総裁のスタンスが急に変更になる可能性

は低いとみられる。ただ、円安進行が止まらずに輸入物価の高騰などを通じて景気への

悪影響も警戒されることで、円安をけん制するような発言などが出てくるかどうかが注

目される。

　　

　ＦＲＢによる金融引き締めスタンス、日銀による緩和策の継続を背景にドル円は底堅

い動きを続けることとなりそうだ。テクニカル的な過熱感による調整を挟んで、ドル円

は１３０円を指向して一段と上昇を続ける可能性が高いとみられる。ドル円の目先の予

想レンジは、１２６．５０～１３０．５０円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、２５日に日本２月景気動向指数改定値、

２６日に日本３月有効求人倍率、日本３月雇用統計、米３月耐久財受注、米２月Ｓ＆Ｐ

ケースシラー住宅価格指数、米２月住宅価格指数、米４月消費者信頼感指数、米３月新

築住宅販売件数、２７日に米３月中古住宅販売制約指数、２８日に日本３月鉱工業生産

指数速報値、日本３月小売業販売額、米第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、米新

規失業保険申請件数、２９日に米３月個人所得・個人支出、米第１四半期雇用コスト指

数、米４月シカゴ購買部協会景気指数、米４月ミシガン大学消費者信頼感指数などがあ

る。

　　

【ユーロドルは徐々に上値を追う動きか】

　ユーロドルは１．０７台半ばまで下落したものの、その後は下げ渋りから上昇に転じ

ている。ユーロ圏でもインフレ率は高止まりしている。欧州中央銀行（ＥＣＢ）はＦＲ

Ｂに比べて緩やかながらも金融引き締めに動く必要が出てくるとの見方も根強い。ウク

ライナ戦争やエネルギー価格の高騰によるユーロ圏の景気への悪影響が警戒されるもの

の、インフレ率の抑制のためにＥＣＢもスタンスを変更してくる可能性が高まりつつあ

るとみられる。

　　

　こうした中、２１日にＥＣＢのデギンドス副総裁が、データに依存するとしながらも

７月利上げの可能性に言及した。この発言を受けて、ユーロドルは１．０８５０近辺か

ら１．０９３０台まで大きく上昇を見せた。ただ、買い一巡後は上値を抑えられること

となった。

　　

　短期金融市場ではＥＣＢによる今年３回の０．２５％の利上げを織り込んでおり、

ユーロドルは安値を切り上げて、徐々に上値を追う動きに転じるとみられる。ユーロド



ルの目先の予想レンジは、１．０７５０～１．１０５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２５日に英４月ライトムーブ住宅価格、独

４月ＩＦＯ景況感指数、２７日に豪第１四半期消費者物価指数、２８日にＮＺ３月貿易

収支、独４月消費者物価指数速報値、２９日に豪第１四半期生産者物価指数、中国３月

財新製造業購買担当景気指数、スイス３月小売売上高、スイス４月ＫＯＦ先行指数、独

第１四半期国内総生産（ＧＤＰ）速報値、ユーロ圏４月消費者物価指数速報値、ユーロ

圏第１四半期域内総生産（ＧＤＰ）速報値などがある。
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